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概 要

温室効果ガス排出削減に向け，下水汚泥焼却炉の補助燃料の転換が期待されている。本研究では

剪定枝及び刈草の使用について検討し，焼却炉内での灰の付着性を考慮した混合条件と，温室効果

ガスの削減量について試算を行った。刈草を単独で使用する場合，灰が炉内に付着する可能性のあ

る条件が確認された。剪定枝と刈草の発生量の季節変動を考慮した補助燃料利用では，年間を通じ

て 850℃での付着は想定されなかった。また，年間を通じた温室効果ガス削減量は，想定したシナ

リオの中では最大で約 1,600 t-CO2/年程度と試算された。
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1．は じ め に

全国の下水処理場のうち，汚泥量が 3,000 t-DS/年

を超える大規模な処理場の半数で焼却プロセスが導入

されている1) (平成 28 年度) など，現在も焼却プロ

セスは主要な汚泥処理方式の一つである。近年では資

源価格高騰に伴う下水汚泥資源の肥料利用が求められ

ているが，下水汚泥焼却灰が菌体リン酸肥料として肥

料登録されたり2)，肥料の原料として使用されたり3)

するなど，下水汚泥焼却プロセスはリン資源の循環プ

ロセスの一つとしても位置付けられる。他方，下水道

事業からの一層の温室効果ガス排出削減に向けて焼却

プロセスも改善が求められており，地球温暖化対策計

画にも亜酸化窒素 (N2O) 削減のため高温焼却などの

取り組みが位置付けられている4)。筆者らは一層の温

室効果ガス排出削減を進めるため，カーボンニュート

ラルな補助燃料となる草木系バイオマスの使用により

温室効果ガスの排出を削減し，サステイナブルな下水

汚泥焼却システムを提案できると考えている。

一方で，草木系バイオマス燃料の使用を進めると，

燃料に含まれる灰分の影響で焼却炉におけるクリンカ

発生や炉内付着物発生のリスクが懸念される。従来か

ら下水汚泥焼却炉におけるクリンカ生成等については

いくつかの事例が報告5-7)されており，焼却炉の運転

に悪影響を及ぼすことが分かっている。クリンカの生

成は，脱水汚泥中に含まれるリンの濃度が高度処理の

影響等で増加することにより焼却灰の融点が低下し，

灰や流動砂を結合させて塊状の物質を生成することが

一因と言われている6)。また木質バイオマスを燃料と

しているバイオマス発電所においてもクリンカの発生

が報告されているが，その原因物質としてカリウムの

存在が指摘されている8)。下水汚泥焼却炉の閉塞危険

性や灰付着性については塚原ら9)や石井ら10)により，

焼却灰中の酸化物換算した主要元素を用いたなど評

価・予測式が複数提案されている。しかし，これらは

下水汚泥専焼条件で作成されており，バイオマスとの

混焼条件における適用条件は不明である。筆者らは，

下水汚泥と剪定枝や刈草と電気炉 (ゴールドファーネ

ス炉) を用いた混焼実験を行い，FB 部の石英管への

付着物量を用いた指標により，焼却炉内における付着

物発生による不具合発生の可能性に関する実験式を作

成した11)。

草木系バイオマス燃料を用いた下水汚泥混合焼却に

関する運転や検討はすでに実施されているものの，そ

の多くは木質チップ12)やペレット13)，おがくず14)等が

燃料として用いられてきた。これらは木質系バイオマ

ス発電所等でも燃料として用いられているが，一部の

発電所では燃料材の確保が困難な状況となっており15)，

本稿ではこれらとの競合が少ないと考えられる公共事

業 (公物管理) 由来の剪定枝や刈草，並びに剪定枝と

刈草の混合物の利用を想定した検討を行った。剪定枝

や刈草の補助燃料利用についても一部で検討されてい

る16)ものの，焼却時の付着性やバイオマス燃料の非定

常性については議論がされていない。
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そこで本稿では，下水汚泥焼却に剪定枝や刈草を補

助燃料として使用する場合，必要とされる補助燃料量

を試算するほか，剪定枝や刈草の燃料使用時における

付着物発生の危険性について評価を行った。あわせて，

温室効果ガス排出量を試算し，事業実施の意義につい

ても整理を行った。

2．検 討 方 法

2. 1 補助燃料として必要とされる剪定枝・刈草量

JIS Z 9202 熱勘定通則を用いて，必要な剪定枝・刈

草量を求めた。ここでは，入熱として ①脱水汚泥と

補助燃料としての剪定枝・刈草の高位発熱量，②燃

焼に必要な乾き空気の熱量，③燃焼用空気水分の保

有潜顕熱量を，出熱として ①乾き燃焼ガスの持ち去

る熱量，②燃焼用空気水分の保有潜顕熱量，③燃料

中の水分の保有潜顕熱量，④燃焼生成水分潜顕熱量，

⑤灰持ち出し熱量，⑥焼却炉からの放熱量とした。

単位脱水汚泥量当たりの入熱と出熱が等しくなる剪定

枝・刈草量を計算し，混合率 (剪定枝・刈草量÷(汚

泥量+剪定枝・刈草量) ※いずれも湿潤重量) で表現

した。剪定枝・刈草の含水率については，草木の破砕

を行っている業者へのヒアリングによると，露天で管

理している草木破砕物の含水率は 40〜60% 程度で出

荷しているとのことであった。そのため，破砕のみの

剪定枝・刈草の含水率を 60%，破砕後自然乾燥状態

の剪定枝・刈草の含水率を 40% と仮定した。また，

木質ペレットの規格では，含水率を 10%17)としている

ため，ペレット化した剪定枝・刈草の含水率を 10%

と仮定した。脱水汚泥と，補助燃料としての剪定枝・

刈草及び重油の組成等を Table 1に示す。脱水汚泥の

組成は，分流の消化後の脱水汚泥 (29 試料の平均値)

の文献値18)，及び比較として分流の未消化脱水汚泥

(40 試料の平均値) の文献値18)を標準的なものとして

採用した。ただし，これらは後段で焼却を行っていな

い処理場も含むことが想定されたため，含水率につい

ては谷藤ら (2003)19) (消化は 60 箇所，未消化は 156

箇所の処理場の平均値) の文献値を採用した。剪定枝

及び刈草については，各 1 試料の実測に基づく文献

値11)を採用した。比較としての A 重油の組成は文献

値20)を採用した。

焼却により発生する灰分量は流動床炉を想定し，炉

内に投入した下水汚泥及び剪定枝・刈草に含まれる灰

分 (文献値より計算) の全量と同値と設定した。

また，実際に剪定枝や刈草を補助燃料として使用す

る際には，化石燃料と異なり応答性が遅いなどの課題

があるが，ここでは定常状態を仮定するため，速度論

については議論しない。仮想的に想定した焼却炉は，

設計能力を 3 t-wet/h(=72 t-wet/day)，汚泥の焼却

量を 2 t-wet/h(=48 t-wet/day) とした。焼却炉の

出口温度は 850℃，外気の温度を 20℃とした。また，

焼却炉からの放熱量は，設計能力 (3 t-wet/h) での

汚泥専焼燃焼時 (補助燃料 A 重油使用) での入熱量

の 7 %21)で一定と仮定した (消化汚泥約 1.4 GJ/h，未

消化汚泥約 1.3 GJ/h)。そのほか，熱収支計算に関す

るパラメータは Table 2の値を用いた。

2. 2 付着物発生に関する危険性評価手法

筆者らは草木系バイオマスを補助燃料として使用す

ることを想定し，電気炉 (ゴールドファーネス炉) を

用いて，4箇所の下水処理場から採取した消化後の脱

水汚泥と剪定枝・刈草 (各 2 種類) との混焼実験を

行っている11)。実験では，FB 部での温度及び脱水汚

泥と剪定枝・刈草の混合割合を変化させることにより，

得られる灰がどのように変化するのか調査した。その

際，実験系の一部では電気炉内の石英管に付着物が発
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Table 1 Parameters of sludge and biomass used in calculations

単 位
消化汚泥
(分流)18,19)

未消化汚泥
(分流)18,19)

剪定枝 111) 刈草 211) A 重油20) 備 考

含 水 率 % 80 78 0

強熱減量 %-DS 75.6 85.5 95.3 80.0 100.0

灰 分 %-DS 24.4 14.5 4.7 20.0 0.0
一律で，100%から
強熱減量を除いて求めた

C %-DS 49.5 42.4 46.3 39.2 86.2

H %-DS 8.4 6.9 6.6 5.7 13.2

N %-DS 8.0 6.3 0.8 1.7 0.0

O %-DS 32.7 29.2 42.2 34.0 0.0
強熱減量から，CHNSを
除いて求めた

S %-DS 1.4 0.7 0.1 0.5 0.6

Al2O3 %-灰 9.6 14.7 0.5 2.0 0.0

P2O5 %-灰 31.6 38.7 4.7 11.6 0.0

K2O %-灰 1.5 3.2 12.9 38.0 0.0

CaO %-灰 9.9 8.9 48.7 9.8 0.0

Fe2O3 %-灰 16.3 13.0 2.9 2.6 0.0

高位発熱量 kJ/kg-DS 17300 19200 18600 16400 45590



生し，石英管付着物量(dry-g) を投入した脱水汚泥

の灰分量と剪定枝・刈草の灰分量の和(dry-灰 kg) で

除した値 (付着灰分率) が 20(dry-g/dry-灰 kg) 以

上の場合は運転時間に概ね比例して付着物が成長する

傾向がみられた。そこで付着灰分率を推定するため，

アレニウス則に基づく推定式 (Eqs. (1) 及び Eqs. (1)

の両辺の自然対数をとった Eqs. (2)) を作成した。係

数 Aの自然対数と Bは，投入汚泥の灰分の酸化物を

説明変数とした重回帰分析によって求めた (Eqs. (3),

(4))。説明変数とする酸化物の組み合わせを複数検討

した結果，【P2O5，K2O，Al2O3，Fe2O3】の組み合わ

せが，他の酸化物の組み合わせと比べて，相対的に精

度よく付着灰分率を推定できた。Eqs. (3), (4) の諸

係数を Table 3に示す。

付着灰分率 y=A exp(−B/T) Eqs. (1)

ln y=ln A−B/T Eqs. (2)

ln A=ClnA+∑
i
ki×Wi  Eqs. (3)

B=CB+∑
i
 l i×Wi  Eqs. (4)

ここに ln：自然対数，A，B：係数，T：絶対温度(K)

ただし，A>0，B>0，y>0，ClnA，CB：定数項，

i ：説明変数として選択した酸化物，

W：酸化物の焼却灰中の濃度 (%)，

k, l：ln A及び Bの説明変数の係数

本稿では，この結果を踏まえ，剪定枝及び刈草を補

助燃料として使用する際の付着物発生に関する危険性

評価について以下の手順で実施した。まず，2. 1 の熱

収支から得られた混焼割合をもとに，発生する灰分の

組成を推定した。灰分の推定は，炉内に投入された汚

泥と剪定枝及び刈草の灰分量の比率に基づき計算を

行った。続いて，Eqs. (2) を変形した Eqs. (5) によ

り，y=20(dry-g/dry-灰 kg) となる温度 T20(℃) を

求めた。

T20=B/(ln A−ln 20)−273.15 Eqs. (5)

最後に，T20と想定する炉内の温度を比較すること

で，付着物発生の可能性について議論を行った。実際

には FB部の温度は焼却炉の出口温度より高い部分が

存在すると考えられる28-30)ほか，今回用いた T20の適

用性や適用範囲についても議論の余地が残されている

が，まずは焼却炉の出口温度である 850℃を T20の閾

値と設定した。すなわち，計算で求められた T20 が

850℃を下回る時に，炉内での付着物が成長して不具

合が発生する可能性があるため，その条件では補助燃

料としての使用は難しいと判断した。

2. 3 温室効果ガス排出量試算方法

温室効果ガス排出量の試算は Fig. 1の破線の範囲

(剪定枝・刈草の輸送〜中間処理〜処理場輸送と補助

燃料の使用に伴う増加した灰の処分にともなうもの)

で試算を行った。

本稿では，公共物管理に伴って発生した有価物とし

て取引されていない剪定枝や刈草を使用することを想

定しており，環境省のガイドライン31)を参考に，剪定

や除草作業にかかる温室効果ガス排出量は算定外とし

た (公共物の管理という別事業に関わるプロセスとし

て整理)。また，収集については，実際にはパッカー

車への積載は人力で実施するため温室効果ガス排出量
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Table 2 Parameters of heat-balance calculations

値 単 位 備 考 出典

潜 熱 2454 kJ/kg-H2O 20℃ 1 atm 22)

空気比 1.3 23)

基準温度 20 ℃ (仮定)

炉出口ガス温度 850 ℃ (仮定)

燃焼予熱空気温度 650 ℃ (仮定)

大気湿度 0.01 kg-H2O/kg-DA 20℃相対湿度 70%を仮定 24)

水の比熱 4.19 kJ/kg-℃ 25)

空気比熱 1.08 kJ/kg-℃

0-850℃の平均値

(文献26)の 0-800℃の平均値と
0-900℃の平均値の平均を採用し，
単位換算)

26)

N2 (ガス)の比熱 1.10 kJ/kg-℃ 26)

O2 (ガス)の比熱 1.02 kJ/kg-℃ 26)

H2O (ガス)の比熱 2.09 kJ/kg-℃ 26)

CO2 (ガス)の比熱 1.10 kJ/kg-℃ 26)

SO2 (ガス)の比熱 0.772 kJ/kg-℃ 26)

排ガス中灰分の比熱 0.84 kJ/kg-℃ 27)

Table 3 Coefficients of constants and explanatory
variables in Eqs. (3) and (4)

Eqs. (3)

定数項 ClnA −9.0

説明変数の
係数

kP2O5 0.53

kK2O 3.1

kAl2O3 −1.2

kFe2O3 1.3

Eqs. (4)

定数項 CB −1.2×104

説明変数の
係数

lP2O5 5.9×102

lK2O 3.4×103

lAl2O3 −1.3×103

lFe2O3 1.4×103



はゼロとなる。以上から，積載後のパッカー車による

中間処理施設 (製造段階) への移送から計算を開始し

た。剪定枝及び刈草は空間的に均等にかつ一様に混在

して発生すると想定し，発生量は人口約 100 万人，市

域面積約 270 km2の A 市からご提供いただいた，公

共物管理を行っている各部局別の月ごとの剪定枝・刈

草等の回収量 (平成 30 年度分) に関する調査結果を

参考に設定した。

剪定枝及び刈草の収集範囲は各条件で必要となる剪

定枝及び刈草量 (推定値) を，中間処理施設を中心と

した真円の領域から収集すると仮定した。この時，平

均的な収集距離は，数学的には半径の 2/3 となるが，

実際の道路網は中間処理施設を中心とした放射線道路

と想定することは現実的でなく，過小評価となる。こ

こで，東京 30 km 圏の道路網では，道路距離は大ま

かに直線距離の 1.2 倍とされている32)ことから，収集

範囲として設定した真円の半径に 0.8(=2/3×1.2) を

乗じた値を収集距離と簡便に設定した。

下水処理場と中間処理施設 (資源化施設) の移動距

離は，A 市での調査結果において下水処理場に最も

近い剪定枝等の中間処理施設までの距離を参考に 5

km と仮定し，トラック (4 t 車・積載率 50%) で輸

送したと仮定した。また実際の搬入においては，輸送

に用いた車両は，空荷で剪定や除草現場 (原料輸送

時) 及び中間処理施設 (燃料輸送時) に戻ることが想

定されるため，本稿では往復を計算の対象とした。な

お，本来であれば燃費や CO2排出に係る原単位は積

載率の影響を受けるが，その影響は軽微と考えられる

ため簡便に片道の移動距離を 2倍して計算した。

中間処理 (燃料化) のシナリオとしては，①破砕

のみ (含水率 60%) ②破砕後自然乾燥 (含水率 40%)

③破砕後ペレット化 (含水率 10%) を設定した。ペ

レット化については，刈草についても木質と同様のプ

ロセスで処理ができると仮定し，試算を行った。さら

に，中間処理施設は十分に能力があり，今回対象とし

た公共事業由来の剪定枝・刈草以外の草木系廃棄物の

破砕業務を請け負っており，試算対象の公共事業由来

の剪定枝・刈草の処理は十分に小さく，同施設の建設

及び解体に係る温室効果ガス発生量は配分上無視でき

ると仮定した。

下水処理場内での補助燃料とする剪定枝及び刈草の

受入や焼却炉への燃料供給に係る温室効果ガスの計算
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Fig. 1 Scope of GHG emission calculation

Table 4 Parameters for GHG emission calculation

値 単 位 出 典

換算係数 N2O (地球温暖化係数) 265 35)

エネルギー
消費関係

重油 (比重) 0.86
36)
ただし単純平均値を有効数字 2桁に処理

A重油 (燃料の使用に
関する排出係数)

2.75 kg-CO2/l 35)

軽油 (燃料の使用に
関する排出係数)

2.62 kg-CO2/l 35)

電力 0.000429 t-CO2/kWh 37)

バイオマス
諸量

バイオマス発生量 0.018 t-dry/km2 (実測データを基にした推定値)

枝 (含水率) 60% (仮定値)

刈草 (含水率) 80% (仮定値)

輸 送

使用する車両：2 t パッカー車 (バイオマス発生現場→中間処理施設)

積載率 50% (仮定値)

燃 費 4.3 km/L 38)

使用する車両：4 t トラック(中間処理施設→下水処理場，下水処理場→灰の有効利用先)

積載率 50% (仮定値)

CO2排出量 0.325 kg-CO2/tkm
34)
※トラック輸送 (4 t 車・積載率 50%) の原単位

燃料製造
破砕 (チップ製造) 73.3 g-CO2/kg-dry

39)
※自然乾燥も投入エネルギーなしと考え同じ値を使用

ペレット製造 165 g-CO2/kg-dry 39)



については，個別の処理場・焼却炉の状況により既存

の機器の配置や空間的余裕が異なり，一様な試算は困

難である。一方，筆者らが過去に実施した，実処理場

の「し渣混焼ライン」として供用されているスク

リューコンベア及びフライトコンベアを用いた草木破

砕物等の搬送実験において，消費電力については，無

負荷状態も含めていずれも実験期間中一定の値を示し

ており，付着等による抵抗の増大は発生せず，消費電

力は増加しなかった結果を得ている33)。さらに，し渣

搬送用のスクリューコンベアの消費電力は 3.7 A，ベ

ルトコンベアは 2.15 A であったことから，搬送に必

要な電力を多くても 20 A と見積もることができる。

200 V 三相交流で力率が 0.8 と仮定すれば 3.2 kW の

消費電力と考えられる。電力の基礎排出係数の代替値

が 4.29×10−4(t-CO2/kWh) とされているため，搬送

に伴う温室効果ガス排出量は約 33 kg-CO2/day 程度

と想定された。

CH4や N2O の発生量については，使用する燃料が

重油や都市ガスから剪定枝及び刈草に変更することに

伴い変化する可能性は想定されるが，本稿では便宜的

に変化がないと仮定し，計算を省略した。

灰の処分に伴う温室効果ガス排出量については，剪

定枝及び刈草の使用により増加した灰分に対して，輸

送距離 50 km でトラック輸送 (4 t 車・積載率 50%)

の原単位である 0.325 kg-CO2/t/km34)と仮定して試算

を行った。

そのほか計算に用いた諸量については Table 4に示

す。

2. 4 季節変動を想定した試算

公共事業由来の剪定枝や刈草を使用する場合は，対

象とする剪定枝及び刈草の割合が変化するため，事業

には季節変動が生じる。そこで 2. 3 に示した A 市か

ら提供いただいた調査結果を参考に，(1) 月別の剪定

枝及び刈草の収集パターンの変化にともなう性状の変

化を整理するとともに，(2) 必要な剪定枝及び刈草量，

(3) T20，(4) 温室効果ガス排出量について試算を

行った。汚泥は 2. 2 の消化汚泥と同一の条件で試算し

た。剪定枝及び刈草については，簡便のため，剪定に

よって発生する剪定枝及び伐根はすべて剪定枝 1 で，

除草により発生する刈草はすべて刈草 2で近似できる

と仮定した。T20の計算方法については，2. 2 と同じ

手法を使用した。また，簡便のため，剪定枝及び刈草

の収集面積は剪定枝と刈草で独立事象と考えず，剪定

枝と刈草の単位面積当たりの合計発生量 (乾物重量)

は変化せず，発生割合のみが実態に即して変化すると

仮定した。収集時点での含水率は，簡便のため季節に

よらず一定 (剪定枝 60%，刈草 80%) とし，収集時

の剪定枝と刈草の割合を考慮して必要な収集量を求め

た。年間での温室効果ガス排出削減量は，重油を使用

した場合の排出量 (重油の原単位を使用) から剪定枝

及び刈草を使用した際の排出量 (Fig. 1の範囲) を引

き算して求めた。

剪定枝と刈草の発生割合は，発生量と同様に A市

からご提供いただいた公共物管理を行っている各部局

別の月ごとの剪定枝・刈草等の回収量 (平成 30 年度

分) に関する調査結果から求めた。

3．結果と考察

3. 1 補助燃料として必要な剪定枝及び刈草量

各含水率において必要となる剪定枝及び刈草量を

Fig. 2に示す。

消化汚泥を対象とした場合，剪定枝 1を補助燃料と

して使用すると，剪定枝の含水率 60% であれば混焼

率は 32%，含水率 40% であれば混焼率 18% であった。

さらにペレット化を想定した含水率 10% であれば，

混焼率が 11% となり，これはし渣混焼時の設計値の

最大値とされる 10 質量 %40)と同等の値となった。一

方，刈草 2 を補助燃料として使用すると，含水率

60% であれば混焼率は 37%，含水率 40% であれば混

焼率 20% 程度であった。刈草についても剪定枝と同

様にペレット化することを想定した含水率 10% のと

き混焼率は 12% となった。剪定枝と比べて刈草は高

位発熱量が低く，灰分も高いため灰として持ち出す熱

量も多いことから，燃焼を行うためには含水率にかか

わらず混焼率が高くなる傾向がみられた。

未消化の汚泥を対象とした場合，剪定枝 1を補助燃

料として使用すると，剪定枝の含水率 60% であれば

混焼率は 19%，含水率 40% であれば混焼率 10% で

あった。さらにペレット化を想定した含水率 10% で

あれば，混焼率が 5.1% となった。一方，刈草 2 を補

助燃料として使用すると，含水率 60% であれば混焼

率は 24%，含水率 40% であれば混焼率 12% 程度で

あった。

ここで，室本12)によると，未消化汚泥を焼却してい
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Fig. 2 Water content in biomass fuels and co-combustion rate of
biomass fuels during self-combustion



る実処理場で含水率 40% の木質チップを 25 日間補助

燃料として使用し，都市ガスの使用量を 2/3 に削減す

る結果を得ている。この時使用された木質チップ量を

1.5 倍し，本稿の混焼率に換算すると，約 9 % となり，

概ね実態と計算結果が合致することが確認できた。

消化汚泥，未消化汚泥にかかわらず，剪定枝及び

刈草の含水率が 40% から 60% に増加すると混焼率

が約 2 倍に増加した。これは，単位質量当たりの焼

却炉への入熱から出熱を引いた値 (焼却炉の放熱分

を除く) が，含水率が 40% の場合剪定枝 1 で約 6.7

MJ/kg-wet，刈草 2 で 5.7 MJ/kg-wet であったのに

対し，含水率が 60% ではそれぞれ 3.1 MJ/kg-wet，

2.4 MJ/kg-wet と約半分に減少したため，汚泥の燃焼

に必要な刈草の投入量が約 2倍強となったことが影響

していた。先述のヒアリングでは，出荷される草木破

砕物の含水率が 40〜60% 程度とのことであったが，

この範囲での含水率のわずかな違いが混焼率に与える

影響は大きいと考えられた。

また，灰の発生量について，Fig. 3に示す。剪定枝

1 の灰分が 4 %-DS，刈草 2 の灰分が 20%-DS である

ため，使用する剪定枝及び刈草により灰分の発生量は

約 5倍の差が発生した。また，含水率が高くなる場合

は，混焼率が上がり使用する燃料が増加するため，灰

の発生量も増加する傾向がみられた。消化汚泥 2

t-wet/h を焼却した際の汚泥由来の灰が 98 kg/h，未

消化汚泥であれば 64 kg/h であることと比較すると，

刈草由来の焼却灰は汚泥の約半分から概ね同等程度，

剪定枝では 20% 未満という関係であった。今回 3 t/h

の焼却炉に対して，汚泥の負荷が 2 t/h の場合で検討

を行っているが，剪定枝及び含水率が 10% (消化汚

泥の場合) もしくは 40% (未消化汚泥の場合) より

低い刈草であれば，既存の焼却炉の能力で灰の処理が

できると考えてよいという結果が得られた。

3. 2 付着物発生に関する危険性評価

Eqs. (5) により，付着灰分率 y=20(dry-g/dry-灰

kg) となる温度 T20を求めた結果を Table 5に示す。

なお，自燃あるいは重油や都市ガス等を使用して補助

燃料由来の無機物を考慮する必要がない場合 (以下専

焼時と呼ぶ)，消化汚泥の T20 は 950℃，未消化汚泥

は 965℃であった。

いずれのケースでも，剪定枝及び刈草を使用するこ

とで T20は専焼時と比べて 20〜100℃低下した。また，

剪定枝及び刈草の含水率が増加すると T20は小さくな

る傾向がみられた。この時，含水率の増加に伴う必要

な剪定枝及び刈草量の増加により，下水汚泥では含有

量の低い K2O の灰分に占める割合が増加していた。

ここで Eqs. (5) について，両辺をWK2Oで偏微分する

と

∂

∂WK2O

T20=
1

ln A−ln 20
2

× ln A−ln 20
∂B

∂WK2O

−B
∂ln A−ln 20

∂WK2O 
Eqs. (6)

Eqs. (6) の分子は，
∂B

∂WK2O
=lK2O，

∂ln A−ln 20
∂WK2O

=kK2O であるから，

ln A−ln 20
∂B

∂WK2O

−B
∂ln A−ln 20

∂WK2O

=lK2Oln A−ln 20−kK2OB

=lK2OClnA−ln 20−kK2OCB+WP2O5lK2OkP2O5−kK2OlP2O5

+WAl2O3lK2OkAl2O3−kK2OlAl2O3+WFe2O3lK2OkFe2O3−kK2OlFe2O3

となり，WK2Oに依存しない式となった。

ここで，WP2O5，WAl2O3，WFe2O3 は 0 以上であり，ま

た各係数を代入すると

lK2OClnA−ln 20−kK2OCB<0，lK2OkP2O5−kK2OlP2O5<0，

lK2OkAl2O3−kK2OlAl2O3<0，lK2OkFe2O3−kK2OlFe2O3<0

となる。さらに，Eqs. (6) の分母は ln A−ln 20
2
≥0

であることから，ln A=ln 20を除き，Eqs. (6) は負

となる。すなわち Eqs. (5) の特性である，K2O の割

合 (WK2O) が増加すると，T20が単調に減少すること

によるものであった。
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Fig. 3 Water content in biomass fuels and amount of ash derived
from biomass fuels during self-combustion

Table 5 Results ofT20 単位：℃

バイオマス
含水率

消化
剪定枝 1

消化
刈草 2

未消化
剪定枝 1

未消化
刈草 2

0% 938 865 952 873

10% 937 864 952 872

20% 937 863 951 870

30% 936 861 950 869

40% 935 859 949 866

50% 933 856 947 863

60% 930 852 944 857



剪定枝については，刈草と比べて灰分率が低いため，

補助燃料利用による T20の低下は小さくなっていた。

一方，刈草を補助燃料として使用する際は，含水率が

60% のものを使用すると T20 が今回閾値に設定した

850℃に近づくなど全体的に 850〜870℃前後となり，

炉内の状況によっては壁面への付着が発生することも

考えられる温度帯となった。

なお，既報11)では，剪定枝 1又は刈草 2と標準的な

消化汚泥との混焼実験の結果を示している。標準的な

消化汚泥と刈草 2 (混焼率 30%：ただし刈草の含水率

78%) の混焼実験において，T20 は約 870℃もしくは

約 900℃となる結果が得られた。このとき刈草 2 の含

水率を 0 % に換算すると，同じ灰分率となるみかけ

の混焼率は 8.6% となる。今回の試算では刈草 2 の含

水率を 0 % で混焼率 10% とすると自燃する結果が得

られ，T20は 865℃となるが，このケースでは既報の

実験よりも約 2 % 混焼率が高い条件となる。混焼率

が高まるほど T20が低下することを考えると，概ね実

験結果に即した計算結果が得られたと考えられた。一

方，標準的な消化汚泥と剪定枝 1の混焼実験では，必

ずしも結果は適合しなかった。混焼率 10% (ただし

含水率 44%相当) では T20が約 950℃となる実験系列

がみられた。このとき剪定枝 1 の含水率を 0 % に換

算すると，同じ灰分率となるみかけの混焼率は 6 %

となる。今回の試算では剪定枝 1 の含水率が 0 % の

場合混焼率 9 % で自燃する結果となり，T20は 938℃

であった。このケースは既往の実験よりも約 3 % 混

焼率が高い条件であるが，混焼率が高まるほど T20が

低下することを考えると，概ね結果が一致した。他方，

混焼率 30% (ただし含水率 44% 相当) の際も T20が

約 950℃となる実験系列がみられた。この実験系では

剪定枝 1 の含水率を 60% とすると，みかけの混焼率

は 38% となる。他方今回の試算では剪定枝 1 の含水

率が 60% の場合混焼率 32% で自燃する結果となり，

その時の T20は 930℃となるため，相違が生じる結果

となった。これは Ca が多く含まれている木質系の補

助燃料については，推定式に Ca に関する項が含まれ

ていないため，T20の予測精度が劣ることに由来する

と考えられた。ただし，これまでに焼却灰中の酸化物

換算した主要元素を用いた，下水汚泥焼却炉の閉塞危

険性や灰付着性に関する評価・予測式 (Table 6) に

おいても，Ca の挙動については判断が分かれている。

塚原らが提案した式41)では，Ca が多い場合，閉塞抑

制指標 (1.0 以上で安全) の値は増加するため焼結し

にくくなると判定された。一方，石井らが提案した

式42)でも指標A (指標が 0.3 以下であれば灰が付着し

にくくなる) の値も増加することになるが，こちらは

逆に焼結しやすくなると判定された。以上から，Ca

の増加に伴う付着性の変化は，単純な一次式で示され

るものではない可能性も考えられた。

3. 3 温室効果ガス排出量試算

消化汚泥に関する結果を Fig. 4 に示す。いずれの

条件においても，重油を用いるよりも温室効果ガスの

削減に寄与する計算結果となった。

要素別にみると，刈草は灰分量が多く高位発熱量が

低いため，剪定枝と比べて全体的に温室効果ガス排出

量が多くなる傾向がみられた。また，燃料の含水率が

低下するほど，必要とする補助燃料量が減少するため，

収集範囲も小さくなり輸送に係る温室効果ガスが低減

される傾向がみられた。

一方で，長井39)らが検討したペレット化のプロセス

では，破砕 (チップ化) 後，乾燥と成型プロセスを経

るものであった43)。そのため，ペレット化に伴う温室

効果ガスの排出量が破砕 (チップ化) の 2倍以上とな

ることから，含水率 10% と燃料の価値を高めて必要
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Table 6 Existing ash-adherence potential estimation formulas

指標 計算式

塚原らの式41) 閉塞抑制
指標


Fe2O3

M (Fe2O3)
∙2+

Al2O3

M (Al2O3)
∙2+

CaO

M CaO
∙
2

3

MgO

M MgO
∙
2

3 
P2O5

M P2O5 
Fe2O3，Al2O3，CaO，MgO，P2O5：焼却灰中の濃度 (wt%)
M(i)：化合物 i の分子量 (g/mol)

石井らの式42) 指標 A
Fe2O3+CaO+Na2O+K2O+MgOSiO2+Al2O3+TiO2×P2O5100

各成分の合計量に対する各構成成分の質量割合 (wt%)

Fig. 4 Calculation of GHG emission from burning digested sludge



量を減らしても，含水率 40% の破砕後自然乾燥物を

使用する場合と比べて温室効果ガス排出量は約 2倍と

なった。なお，燃料の輸送距離が長くなれば，ペレッ

ト化のメリットが発生する可能性がある。今回の事例

で，含水率 10% のペレットと含水率 40% の破砕後自

然乾燥物を使用する際の温室効果ガス排出量が等しく

なるのは，刈草では運送距離 (片道) で約 440 km，

剪定枝では運送距離を約 590 km とする必要があると

いう試算結果となった。公共事業由来の剪定枝や刈草

を利用する場合，片道 400 km 以上陸送することは考

えにくく，ペレット化するメリットは小さいことが示

された。なお，木質ペレットの環境影響評価に関する

既往の文献44)では，CO2の排出量は製造プロセスが全

体の 83%，ペレットの輸送が 12%，原料輸送が 6%と

いう結果であった。この事例でのペレットの輸送は

100 km の輸送が想定されていたが，今回は往復で 10

kmの輸送とした。ペレットの生産と輸送に係る CO2

排出量の割合は，文献値 (輸送距離が 100 km) では

7 : 1，今回の試算 (輸送距離が 10 km) で 140 : 1〜

120 : 1 となっており，輸送距離との比例関係を考慮す

るとおおむね一致した結果と考えられた。

以上から，今回の試算条件においては，温室効果ガ

ス排出量の観点からは，剪定枝を含水率 40% の破砕

後自然乾燥物を使用することが最も望ましい結果と

なった。この時，重油使用時と比べて温室効果ガスを

約 5.4 t-CO2/day 削減することが可能となる試算と

なった。また，本条件では先の 3. 2 において求めた

T20が 850℃を上回っており，補助燃料として使用す

ることが可能な条件となった。

3. 4 季節変動の影響

(1) 剪定枝と刈草の回収量の月変動

A 市の調査によると，公共事業由来で発生する剪

定枝や刈草等の回収量のうち，約 4割は剪定枝と刈草

が混在した状態で回収されていたが，残りの約 6割に

ついては，発注形式等により区分することが可能で

あった (ただし回収物の一部に廃木材や落ち葉を含ん

だ結果であった)。この 6 割について，刈草を主とす

る回収物量と剪定枝を主とする回収物量の割合を

Fig. 5に示した。5 月から 7 月は約 60%，9 月は 80%

以上を刈草で占めているが，10 月以降は枝の割合が

増加し，1 月は約 95% が剪定枝となっている。以上

を踏まえ，湿潤重量ベースで刈草の割合を 10% (1-2

月想定)，30% (10-12 月及び 3-4 月想定)，60% (5-7

月想定)，80% (8-9 月想定) の 4 段階で設定し，試

算を行った。ここで，収集時点での含水率は，簡便の

ため季節によらず一定 (剪定枝 60%，刈草 80%) と

して計算すると，乾燥重量ベースでの刈草の割合は

5.3% (1-2 月想定)，18% (10-12 月及び 3-4 月想定)，

43% (5-7 月想定)，67% (8-9 月想定) となった。

(2) 自燃時の剪定枝及び刈草の混焼率

剪定枝と刈草が混合状態のときに，各含水率におい

て自燃するのに必要な汚泥との混合率を Table 7に示

す。年間を通じて原料となる剪定枝と刈草の混合割合

が変化しても，月別の剪定枝及び刈草の混焼率に与え

る影響はあまり大きくなく，それ以上に含水率の変動

に伴う影響の方が大きくなる結果が得られた。このこ

とから，年間を通じて必要とする燃料は，例えば含水

率 60% の破砕物であれば約 23〜26 t-wet/day，含水

率 40%の破砕後自然乾燥物であれば約 11 t-wet/day，

含水率 10% のペレットであれば，約 6 t-wet/day 必

要となる結果となった。

剪定枝及び刈草由来の灰発生量を Table 8に示す。

混焼率とは異なり，燃料に占める刈草の割合が増加す

るに伴い灰の発生量は増加する傾向がみられ，季節に

よって約 3倍変動する結果が得られた。今回，設計が

3 t-wet/h に対して 2 t-wet/h の汚泥を焼却する条件

を想定しているが，この時の焼却灰の処理能力の余

裕は汚泥 1 t-wet/h で，焼却灰に換算すると約 50

kg-DS/h となる。灰処理の設計に余裕を持たせてい
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Fig. 5 Percentage of cut grasses in grass and woody biomass derived from the management of public facilities



ない施設の場合，8-9 月想定でかつ含水率 60% の燃

料では，灰の処理能力を超過するため，運転が難しい

という結果が得られた。

(3) T20の試算結果

T20の試算結果を Table 9に示す。刈草の割合が増

加するに伴い，T20が小さくなる傾向が明確にみられ

た。しかしながら，いずれも閾値とした 850℃を超え

ており，混合物を補助燃料として使用する上では問題

ない数値と考えられた。なお，実際の運用では，安全

率を考慮して T20を大きくとる必要があると想定され

る。例えば約 870℃を閾値とすれば，刈草の割合が原

料全体の 60% 以下となる年間 10 カ月，約 890℃を閾

値とすれば，刈草の割合が原料全体の 30% 以下とな

る年間 7 カ月での使用 (いずれも含水率 60% での使

用も想定) が妥当と考えられた。

(4) 温室効果ガス排出量

月別の温室効果ガスの排出量を Fig. 6 に示す。い

ずれの時期においても重油を用いた場合と比べて温室

効果ガス排出量が削減された。季節による影響は，刈

草の割合が高い夏期に増加する傾向がみられたが，そ

れ以上に含水率の違いによる影響の方が大きい結果と

なった。

(3) で T20の閾値を約 870℃とした際に補助燃料を

使用できないと判断された 8-9 月の 2カ月間を定期点

検に充てる条件を想定すると，年間での温室効果ガス

排出削減量は，含水率 40% のチップを使用する場合

は約 1,600 t-CO2/年，10%のペレットを使用する場合

は約 1,400 t-CO2/年という結果が得られた。また，

T20の閾値を約 890℃とした際に補助燃料を使用でき

ないと判断された 5-9 月のうちの 2カ月間を定期点検

に充て，残りの 3カ月は通常運転する条件を想定する

と，年間での温室効果ガス排出削減量は，含水率

40% のチップを使用する場合は約 1,100 t-CO2/年，

10%のペレットを使用する場合は約 1,000 t-CO2/年と

いう結果が得られた。

4．ま と め

本稿では，下水汚泥焼却に剪定枝及び刈草を補助燃

料として使用する場合，必要とされる補助燃料量を試

算するほか，その際の付着物発生に関する危険性につ

いて評価を行った。あわせて，温室効果ガス排出量を

試算し，事業実施の意義についても整理を行った。得

られた結果について以下に示す。

・消化汚泥を対象とした場合，含水率 40-60% の破砕

物を燃料として使用する場合は，剪定枝を原料とす

ると 18〜32%，刈草を原料とすると 20〜38%，含
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Table 7 Co-combustion rates by month and the moisture content

含水率 剪定枝

1-2 月想定
10-12 月，
3-4 月想定

5-7 月想定 8-9 月想定

刈草
剪定枝：
刈草=9 : 1

剪定枝：
刈草=7 : 3

剪定枝：
刈草=4 : 6

剪定枝：
刈草=2 : 8

0% 9% 9% 9% 10% 10% 10%

10% 11% 11% 11% 11% 11% 12%

20% 12% 12% 12% 13% 13% 14%

30% 14% 14% 15% 15% 16% 16%

40% 18% 18% 18% 19% 19% 20%

50% 23% 23% 23% 24% 25% 26%

60% 32% 32% 33% 34% 35% 37%

Table 8 Ash production from biomass fuels by month and the
moisture content 単位：kg-DS/h

含水率 剪定枝

1-2 月想定
10-12 月，
3-4 月想定

5-7 月想定 8-9 月想定

刈草
剪定枝：
刈草=9 : 1

剪定枝：
刈草=7 : 3

剪定枝：
刈草=4 : 6

剪定枝：
刈草=2 : 8

0% 10 11 16 24 33 47

10% 10 12 16 25 34 48

20% 10 12 17 26 36 51

30% 11 13 18 28 39 55

40% 12 14 19 31 42 60

50% 14 16 22 36 49 71

60% 17 21 29 46 65 95

Table 9 T20 by month and the moisture content 単位：℃

含水率 剪定枝

1-2 月想定
10-12 月，
3-4 月想定

5-7 月想定 8-9 月想定

刈草
剪定枝：
刈草=9 : 1

剪定枝：
刈草=7 : 3

剪定枝：
刈草=4 : 6

剪定枝：
刈草=2 : 8

0% 938 927 910 888 875 865

10% 937 927 909 887 874 864

20% 937 926 908 885 873 863

30% 936 925 906 884 872 861

40% 935 923 904 881 869 859

50% 933 921 900 877 866 856

60% 930 915 893 871 860 852

Fig. 6 Estimation of monthly GHG emissions



水率 10% のペレットでは約 10% の混焼率となった。

・炉内での灰の付着が想定される付着灰分率 y=20

(dry-g/dry-灰 kg) となる温度 T20は，消化汚泥の

専焼灰の T20は 950℃であったのに対し，剪定枝及

び刈草を使用すると低下した。特に，刈草を使用す

る際，含水率 60%の条件では T20が 850℃に近づく

など，全体的に 850〜870℃前後の値をとっており，

炉内の状況によっては壁面への付着等が発生するこ

とも考えられる温度帯となった。

・温室効果ガス発生量を試算したところ，重油を用い

るよりも剪定枝及び刈草を使用することで温室効果

ガスの削減に寄与する計算結果が得られた。剪定枝

を含水率 40% の破砕後自然乾燥物を使用すること

が最も望ましい結果となり，重油使用時と比べて温

室効果ガスの排出を約 5.4 t-CO2/day 削減すること

が可能となる試算となった。

・刈草と剪定枝の発生は，季節の変動により回収量が

異なるため，回収実績に基づき 4段階で混合状態を

想定し，月変動の影響を確認した。想定される刈草

の混合率がいずれの場合も，月別の混焼率の違いに

与える影響は明確ではなかった。一方，剪定枝及び

刈草由来の灰発生量は刈草の割合が増加するに伴い

灰の発生量は増加する傾向がみられ，季節によって

約 3 倍変動する結果が得られた。T20については，

刈草の割合が増加するに伴い小さくなる傾向が明確

にみられた。月別の温室効果ガスの排出状況は，い

ずれの時期でも重油を用いた場合と比べて温室効果

ガス排出量が削減される結果となった。例えば 8-9

月の 2カ月間を定期点検に充てる条件を想定すると

年間での温室効果ガス排出削減量は約 1,600 t-CO2/

年程度と試算された。

今回の検討は，比較的温暖かつ平坦な地域で，また

相対的に財政力を有する団体での剪定枝及び刈草の回

収結果をもとに試算を行った。実際の導入に当たって

は地域の特性を十分に勘案し，コスト等に関する試算

などの事業実施の可能性検討を行う必要がある。
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Abstract

Various studies have investigated the use of biomass as an auxiliary fuel in sewage sludge

incinerators to reduce greenhouse gas (GHG) emissions. In this study, the mixing conditions of

biomass were determined by considering ash adhesion in the incinerator and the reduction in the

GHG emission amount. When only cut grass was used as the auxiliary fuel, ash adhered to the furnace

wall. Meanwhile, when biomass fuel was mixed with prunings and cut grasses, no adhesion occurred

at 850℃ throughout the year. Furthermore, the maximum annual GHG reduction was estimated to be

approximately 1,600 t-CO2/year under the assumed scenarios.

Key words: sewage sludge incineration, prunings, cut grass, ash adhesion, GHG
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